
緊急重点施策
（緊急かつ優先的な取り組み）

　市では、12月に「白河市震災復興計画」を策定しま
した。これは、東日本大震災での経験・教訓を生かし
た災害に強いまちづくりを目指すとともに、原子力災
害を克服し、真に安全で安心な暮らしが確保できるよ
う、全力で取り組む活動の指針となるものです。
　今月号では、その概要についてお知らせします。

　
毎
年
度
、
本
計
画
に
基
づ
く
事
業

計
画
を
策
定
し
、
施
策
・
事
業
の
進

捗
状
況
の
把
握
と
検
証
を
行
っ
て
い

き
ま
す
。
ま
た
、
新
た
に
発
生
す
る

課
題
に
対
す
る
事
業
の
見
直
し
・
充

実
を
図
る
な
ど
、
適
時
、
必
要
な
見

直
し
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。
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連
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集
／
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災
、
そ
の
後

白河市震災復興計画を策定

白河市震災復興計画を策定

白河から「絆
きずな

」と「再生」の光を

　
復
興
へ
の
目
標
、
取
組
内
容
な
ど

を
分
か
り
や
す
く
示
す
こ
と
で
、
市

民
の
皆
さ
ん
と
目
標
を
共
有
し
、
復

興
に
向
け
た
取
り
組
み
へ
の
理
解
と

協
力
を
促
し
て
、
効
果
的
で
効
率
的

な
事
業
推
進
を
目
指
し
ま
す
。

　
お
お
む
ね
10
年
後
を
見
据
え
た
、

平
成
23
年
度
か
ら
27
年
度
ま
で
の
５

年
間
の
計
画
で
す
。

⃝
復
興
の
理
念

　
復
興
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方

と
し
て
、
３
つ
の
基
本
理
念
を
掲
載

し
て
い
ま
す
（
体
系
図
参
照
）
。

⃝
基
本
目
標

　
復
興
の
理
念
を
踏
ま
え
、
５
つ
の

基
本
目
標
と
主
要
施
策
を
掲
載
し
て

い
ま
す
。

⃝
緊
急
重
点
事
項

　
基
本
目
標
の
中
で
も
特
に
緊
急
性

の
高
い
取
り
組
み
を
「
緊
急
重
点
事

項
」
に
位
置
付
け
、
優
先
的
に
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

⃝
創
造
的
復
興
に
向
け
た
重
点
施
策

　

将
来
に
向
か
っ
て
持
続
的
に
発

展
し
て
い
く
た
め
、
今
後
、
重
点

的
・
戦
略
的
に
推
進
す
る
取
り
組

み
を
「
創
造
的
復
興
に
向
け
た
重

点
施
策
」
に
位
置
付
け
、
横
断
的

な
施
策
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
の
計
画
は
「
震
災
復
興
計
画

検
討
会
議
」
に
お
け
る
審
議
や
、
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
な
ど
の
意
見
を

踏
ま
え
て
作
成
し
た
も
の
で
す
。

　

計
画
の
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
一
日
で
も
早
く
震
災
前
の
生
活

を
取
り
戻
す
た
め
、
市
で
は
、
市

内
全
域
を
対
象
と
し
て
除
染
を
行

い
、
放
射
線
量
を
低
減
す
る
必
要

が
あ
る
こ
と
か
ら
、「
白
河
市
除
染

計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

　
こ
の
計
画
は
、
国
の
動
向
や
除

染
に
関
す
る
新
技
術
の
導
入
に
よ

る
見
直
し
な
ど
、
状
況
に
応
じ
て

改
正
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　

計
画
の
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
な
お
、
要

約
版
を
全
戸
に
配
付
し
ま
す
。　

本
庁
舎
放
射
線
対
策
室
☎
㉒
１
１
１
１

内
２
１
８
６

▲検討会議の様子

計
画
の
位
置
付
け
・
役
割

計
画
の
期
間

計
画
の
内
容

計
画
の
進
行
管
理

■
問
い
合
わ
せ
先

■
問
い
合
わ
せ
先

＜復興計画の体系図＞

復興に向けた３つの基本理念

５つの基本目標と主要施策

１ 原子力災害の克服

３ 安全・安心のまちづくり

２ 市民生活の再建

４ 産業・経済の復興

５ 魅力ある地域と人づくり

復興重点施策
（創造的復興に向けた取り組み）

①放射線の実態把握
②除染対策の推進
③市民の健康対策の推進
④風評被害対策の推進

①都市基盤の強化
②防災体制・防災対策の強化
③災害に強いコミュニティづくり
④エネルギー対策の充実

①生活支援の充実
②住宅の再建・確保
③雇用の確保・創出
④保健・医療・福祉の充実

①原子力災害への対応
②被災者の生活支援
③社会生活基盤の確保

①産業振興による雇用機会の創出
②子育て支援の推進
③地域のつながりと高齢者の元気
　づくり 
④歴史と文化を活かしたふるさと
　づくり 
⑤災害に強い道路網の整備 
⑥再生可能エネルギーの推進 

①商工業の復興
②農林業の復興
③観光交流の推進

①地域資源を活かしたまちづくり
②子育て・教育環境の整備
③生涯学習・スポーツの振興
④市民文化の振興

災害に強く持
続的に発展す
るまちづくり

安全で安心な
暮らしの確保

地域のきずな
と協働の構築

１ ２ ３

白
河
市
除
染
計
画
を
策
定
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特
集
／
震
災
、
そ
の
後　
Ⅱ

「放射線」と「被ばく」についてどう考えるか（第２回）

３．世の中の被ばくあれこれ

２．外部被ばくと内部被ばく

　放射線被ばくによる影響として「確定的影響」と「確率的影響」があります。
　確定的影響は、一度に、ある一定以上の被ばくをしないと影響が出ないもので
す。白内障、皮膚炎、不妊、骨髄造血機能低下などが挙げられます。例えば骨髄
造血機能低下（貧血や白血球の減少）は一度に500ミリシーベルトの被ばくをし
ないと出現しません。
　今現在、問題となるのは確率的影響で、これは線量の増加に伴い発生する確率
が増えるものです。「発がん」がこれにあたります。疫学調査では100ミリシー
ベルト以下での発がんリスクは証明されてはいません。ただし100ミリシーベル
ト以上では直線的にリスクが上昇していますので、低線量でも線量に比例したリ
スクがあるだろうとの仮説に基づいて、放射線防護を考えています。

前回は原発事故に関連し、県内に放射性物質が飛散したこ
とや放射線そのものについて説明しました。
今回は放射線による体への影響、外部被ばくと内部被ばく
について説明します。

　体の外にある放射性物質や線源から出てくる放射線による被ばくが「外部被ば
く」、体に取り込んだ放射性物質による被ばくが「内部被ばく」です。県から発
表されている空間線量率は環境から出てくる放射線ですので、外部被ばくの指標
と考えてください。除染を行ったり体から離したりすることにより被ばくを減ら
すことができます。内部被ばくは食物に含まれる放射性物質により生じます。農
作物などの食品の出荷制限や摂取制限は、内部被ばくを避けるために行われてい
ます。汚染された食品を摂らないことにより避けることができます。
　内部被ばくと外部被ばくによる体への影響に違いはあるのか、については国際
機関等により見解の違いがあります。権威のあるＩＣＲＰ（国際放射線防護委員
会）では同等としており、緑の党系のＥＣＲＲ（放射線リスク欧州委員会）の人
たちは内部被ばくを非常に重く見ています。今回の原発事故に関して、ＩＣＲＰ
では今後50年間の余分ながん発症を6,000人程度、ＥＣＲＲの人たちは今後50
年間の過剰がん患者を40万人程度と予測しています。日本人の4割が「がん」に
り患し、3割が「がん」で死亡する時代ですが、医療従事者の感覚としては、後
者は危険性を少々誇張気味に伝えているのかな、とは考えています。

　原発事故のあるなしに関わらず、人間は自然界の放射線に囲まれて生きており、
自分の体からも放射線を出しています。平時での自然放射線による被ばくは、日
本では年間1.5ミリシーベルト（宇宙、大気中、大地、体内などから）、世界平均
では年間2.5ミリシーベルトと言われています。日本の法律による公衆の被ばく
限度が年間1ミリシーベルトですから、法律は自然放射線よりも厳しく設定され
ているわけです。人間の体内にはカリウム40という放射性物質が4,000ベクレル
存在し、そのための内部被ばくは年間0.17ミリシーベルトです。
　職業被ばくもあります。宇宙飛行士は1日1ミリシーベルト被ばくしています。
旅客機で成田～ニューヨークを往復すると0.2ミリシーベルトの宇宙線による被
ばくがあります。医療従事者などの職業人の法律による被ばく限度は5年間で
100ミリシーベルト（ただし、いかなる1年間でも50ミリシーベルトを超えない）
とされています。
　医療被ばく（患者さんが検査や治療で受ける被ばく）は胸部レントゲン写真で
0.05、胃の透視で7、頭部CTで3から5（単位はそれぞれミリシーベルト）程度
です。医療被ばくは法律的な線量限度には含まれません。被ばくのリスクよりも、
検査や治療を受けることにより得られるメリットがはるかに大きいからです。
次回（最終回）は過去に存在した放射能汚染と、私たちの実際の行動について
考えてみたいと思います。

１．放射線による体への影響

ドクターに聞く！

浦
う ら べ

部真
しんぺ い

平 先生

白河厚生総合病院
放射線科部長

12月22日
国に出向き要望活動

１月18日
損害賠償対策本部を設立

１月19日
文部科学大臣に要望書を提出

１月19日
署名簿を文部科学大臣に提出

１月25日
東京電力㈱に出向き要求活動

賠償指針に関する
　これまでの市の動き ■■■

Ｓｐｅｃｉａｌ 
Ｉｎｔｅｒｖｉｅｗ

Ｔｏｐｉｃｓソーラー発電放射線
モニタリングシステム
空気中の放射線量が
常時表示されます
　12月21日、日本録機工業㈱（会
津町）と㈱カイネ精密工業（福島
市）から、「ソーラー発電放射線モ
ニタリングシステム」の寄贈を受
け、市役所本庁舎正面駐車場に設
置しました。
　このシステムは、地上約１ｍの
放射線量を常時計測し、その数値
が大型のＬＥＤ電光掲示板に表示
されるため、一目で線量を確認す
ることができます。また、ソーラ
ーパネルにより、電力が確保され、
電気代もかかりません。
　職員が毎日同じ時刻に線量を確
認し、その推移を記録しています。

▲放射線量を記録する様子

※広報白河１月１日号に掲載しました。

文
部
科
学
大
臣
に
５
６
、７
４
０
人
の

署
名
を
提
出

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
に
よ
る

新
た
な
賠
償
指
針
に
関
し
て

　福島県知事と県南・会津・南会津地域の
市町村長および各市町村議会議長とともに、
経済産業省、自民党本部、公明党本部、県
選出国会議員、文部科学省、民主党に出向
き、賠償対象区域の拡大について要望活動
を行いました。

（写真：経産省での要望の様子）

　福島市で「福島県白河地方・会津地方原
子力損害賠償対策本部設立総会」が開催さ
れ、白河市長を本部長とする損害賠償対策
本部が設置されました。今後は、県南・会
津・南会津地域の26市町村等で一致団結
し、要望・要求活動を行います。
（写真：本部長としてあいさつする鈴木市長）

　県庁で、白河地方・会津地方原子力損害
賠償対策本部として、平野文部科学大臣に
要望書を提出し、県南・会津・南会津の３
地域の被害の実態を踏まえた十分な賠償を、
「指針」に明確に反映させることを強く要
望しました。

（写真：要望書を提出する鈴木市長）

　12月からの署名数は、本市で56,740
人、県南地方では123,118人となりまし
た。署名簿は、県庁で、県南の９市町村民
の強い意思として、平野文部科学大臣に手
渡しました。署名へのご協力、ありがとう
ございました。

（写真：集まった署名簿）

　白河地方・会津地方原子力損害賠償対策
本部が東京電力本社に出向き、東京電力㈱
西澤社長に対し、「指針」の区域外となった
県南・会津・南会津の３地域の住民につい
て、自主的避難等に係る損害を確実に賠償
することなどを強く要求しました。

（写真：西澤社長に要求書を手渡す鈴木市長）

12月7日

８日
16日

17日・18日
　　 

19日

県、関係自治体と今後の
対応を協議
知事に要望活動
署名活動を展開（町内会
連合会、各団体等）
市議会議員による街頭で
の署名活動
緊急決起集会

　

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会

が
示
し
た
「
中
間
指
針
追
補
」
に

お
い
て
、
県
南
・
会
津
・
南
会
津
地

域
が
自
主
的
避
難
等
に
係
る
対
象

区
域
か
ら
除
外
さ
れ
た
こ
と
に
対

し
、
市
で
は
現
在
、
賠
償
区
域
の
拡

大
を
求
め
、
国
に
要
望
活
動
を
行

っ
て
い
ま
す
。
そ
の
活
動
の
一
つ
と

し
て
、「
賠
償
対
象
区
域
の
拡
大
に

関
す
る
要
望
書
」
へ
の
署
名
を
募
り
、

５
６
、
７
４
０
人
の
方
に
ご
協
力
を

い
た
だ
き
ま
し
た
。
皆
さ
ん
か
ら
お

預
か
り
し
た
「
意
思
」
は
、
１
月
19

日
に
、
文
部
科
学
大
臣
に
直
接
手
渡

し
ま
し
た
。

　
今
月
号
で
は
、
先
月
に
続
き
、
市

で
行
っ
て
い
る
要
望
活
動
の
経
過
に

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。


